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はじめに

　 わが国の社会福祉が どの方向に向かお うとしているのか。 これまでの社会福祉の歩み をふ りか

え り、行 く先 を見定める。また、そ うした状況で、市民 として何ができるのかについても若干言

及 したい。

1.社 会福祉の内容と範囲

　 まず、本稿での社会福祉の内容 と範囲 について明 らかにしてお く。上記の課題設定において、

「これまで」をどの時期か ら設定す るかを明 らかに しない といけない。 ここでは、第二次世界大

戦後、わが国の敗戦後か ら辿 ることにする。戦前 と戦後の連続性 を指摘 できる事柄はあるが、 こ

こでは、戦後か ら変わった とい う認識か ら出発する。

　 ここで、簡単に社会福祉 を定義 してお くと、 「現代社会に生起す る生活上の諸問題 を、生存権

理念 にもとづいて、解決 しようとする社会的方策 ・活動」である。 ここで言 う、社会的方策 ・活

動には、制度、政策、施策が含まれた意味である。社会的制度、政策、施策 は、代表的、典型的

には、法律にもとづいてい る。

　 上記の現代は、どうい う社会か とい うことに関 しては、基本的には資本制社会であるとい うこ

と。そ して、その資本制社会(資 本主義社会)と は言 うまでもなく、 自己の労働力 を売 って、そ

の対価 としての賃金 を得て、それ により生活を維持する人々が大半を占める社会。 この賃金で生

活を維持する人々を労働者 と呼ぶ。労働力 として評価 され、職 につ く。職につけない場合、解雇

され る場合は、収入が得 られ ないので、生活に困窮する。

　現代社会が資本制社会 と言 っても、成立当初 と違 って、今 日では、基本的人権の理念 が浸透 し

ていて、いきな り解雇 されない(労 働基準法による規制)し 、使用者に、労働力 として評価す る

よ うに、求める国家介入がある(労 働市場へ の国家介入)。 例 えば、男女雇用機会均等法や障害

者雇用促進法 と言った法律が用意 されている社会である。

　 このよ うに、基本的人権を踏まえた、いろいろな社会的施策が今 日存在す る。社会保 障、社会

福祉 もそ うしたもので、基本的人権の屯でも、生存権保障の施策である。

　 もう少 し詳細に見てゆくと、昭和20年 代 は社会事業 とい う言葉が一般的で、昭和30年 代 に入 っ

て、社会福祉 とい う言葉が使 われ るようにな り、 しか し、まだ、社会事業 とい う言葉 も見 ら為 、

加 えて、社会福祉事業法の影響で、社会福祉事業 とい う言葉 も使 われ始めた。

　社会事業 とい う言葉は、Social　Workの 翻訳で、1909(明 治42)年 に刊行 され た、井上友一 の



『救済制度要義』に初めて現れた と言われ るが、頻繁に使われ るよ うになったのは、大正時代に

入ってからである。

社会事業の基本的事項を定めた法律である社会事業法は、1938(昭 和13)年 に成立 ・公布 され

ている。社会的制度 としての社会事業成立のメルクマールの1つ である、組織化 を代表する、中

央社会事業協会は、1921(大 正10)年 中央慈善協会か ら改称 された。代表的な対策の救護法は、

少 し後の、1929(昭 和4)年 に成立 している。

内務省社会局の役人である田子一民が 『社会事業』 を刊行 したのが、1922(大 正11)年 であ り、

内務省嘱託の経歴 をもつ生江孝之が、『社会事業綱要』 を刊行 したのが、1933(昭 和8)年 であ

る。社会事業の理論的研究の精緻 さとい う意味では、海野幸徳や山口正によるものである。海野

の 『社会事業概論』は1927(昭 和2)年 、『社会事業学原理』 は1930(昭 和5)年 であ り、山 口

の 『社会事業研究』は1934(昭 和9)年 に刊行 されている。

言葉は早 く、制度 としての社会事業はその後成立を見、その理論的研究は、 さらにその後 とい

う状況である。

社会事業 とい う言葉は、一般国民は ともか く、戦前広 く使用 されていた。

社会福祉 とい う言葉は、Social　Welfareの 翻訳で、 日本で公 に使われ、国民に広 く認知 されるよ

うになったのは、1946(昭 和21)年 公布の 日本国憲法の条文による。その第25条 第2項 の条文が

「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努 めな

ければならない」と定め られた。

社会福祉関係者 にとっては、この25条 第2項 に加 えて、厚生省設置法第4条 の 「厚生省は、社

会福祉 、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進 を図ることを任務 とし、」の定めである。 この厚

生省設置法は1949(昭 和24)年 に成立 ・公布 され た。 また、翌1950(昭 和25)年 に制定 された、

「社会福祉主事設置に関する法律」に、社会福祉 とい う言葉が使 われた。翌1951(昭 和26)年 に

社会福祉事業法が成立 ・公布 された。前年の主事に関する法律は、この社会福祉事業法に吸収 さ

れた。 この社会福祉事業法の法律的趣 旨は、戦前の社会事業法 と同じく、社会福祉 に関 しての共

通の基本的事項 を定めたものである。 この時点では、1947(昭 和22)年 の児童福祉法、1949(昭

和24)年 の身体障害者福祉法 と1950(昭 和25)年 の生活保護法が成立をみていた。 この3法 に共

通の基本的事項 を定めた。

この社会福祉事業法の立法策定の中心であった木村忠二郎は、法律の名称 として、社会事業で

は、戦前の法律 と混同され る、か と言 って、社会福祉法にす るほど、社会福祉 とい う言葉が一般

的になっていないことと,社 会事業の間に、福祉 を入れ ることで、積極的に福祉の増進 とい う目

的の意味を含め しめたと言われている。1)法律名は社会福祉事業だが、中の条文には、社会福祉

法人、社会福祉施設や社会福祉審議会な ど、社会福祉 とい う言葉 を冠 した言葉が出て くる。ただ、

第2条 で、 どんな施策が社会福祉か とい うことで、「社会福祉事業」 とい う名称で列記 されてい

るので、このことか ら、社会福祉事業 とい う言葉が、社会福祉 関係者の間で使われ出 した と言 え

る。



1954(昭 和27)年 に 日本社会福祉学会が結成 された。同 じ年、中央社会事業協会は改組 され、

中央社会福祉協議会が設置 されている。

社会福祉 の理論的研究 としては、竹中勝男の 『社会福祉研究』が1950(昭 和25)年 に出され、

同 じ年に孝橋正一著 『社会事業の基礎理論』が刊行 された。その後1956(昭 和31)年 に、岡村重

夫の 『社会福祉学(総 論)』 が出 され た。 この時期の竹 中、岡村の社会福祉 とい う言葉 の使用 は

かな り早い と言えるのではないか。

社会福祉 とい う言葉の使用が一般化 した と言えるのは、1960年 代 に入 ってか らではないか。先

の 日本社会福祉学会の機関誌 『社会福祉学』が創刊 されたのが、1960(昭 和35)年 である。木 田

徹郎編著の 『社会福祉概論』が1964(昭 和39)年 に、一番 ヶ瀬康子の 『社会福祉事業概論』 が

1964(昭 和39)年 に出 されている。なお、一番ヶ瀬康子は前年の1963年 に、学位論文の 『アメ リ

カ社会福祉発達史』 を公に してい る。一番 ヶ瀬康子が真 田是 と共同編集 した 『社会福祉論』が刊

行 されたのは、1968(昭 和43)年 である。

1970年 代に入 ってか らも、前出の孝橋正一は、社会事業 とい う言葉を使いつづ けている。孝橋

は、資本主義社会が続 く限 り、学問的述語 としては、社会事業であると主張す る。2)社会事業、

社会福祉の歴史研 究者である吉 田久一は、 「私は高度成長期か ら、社会事業 を社会福祉事業 と名

辞を新たに したい と思 う」3)と述べ、今 日まで、社会福祉 とい う言葉を使 っている。

吉 田久一は、その後の著書で、その点について詳 しく説明 している。それ によると、高度成長

下の生活において、'「従来の戦後貧困は、… 『多様化貧困』 とでも呼ばなければ解釈 が不可能 に

なった」.4)第2に 、「60年代の国民皆保健 、皆年金の達成、そ して老人福祉法、精神薄弱者福

祉法等々の制度的拡大をみて、『福祉六法』時代に」入 った。5)第3に 、 「具体的には社会福祉政

策論 と方法論の接近ない し統合が要請 された」ことか らと。6)

この吉田の説明を参考に、社会事業 と社会福祉を区分す る指標 をま とめれ ば、①生存権思想 の

具体化の時期 はいつか。つま り、国民の権利性の明確化はいつの時期に達成 されたのか。 日本 国

憲法第25条 第1項 である生存権の明文化は、1946年 である。だか ら、戦後か らと言っていい。他

方、生存権思想の国民への浸透 とい う点で見れ ば、生存権 を全面的に争 った朝 日訴訟の第1審 判

決が出た1960年 の前後 とも言える。戦後か吉 田の言 う高度成長下か。

② としては、社会的対策の対象 に着 目す る点である。特定の人々、つま り貧困階層 を対象 とす

る対策 ・施策か ら、国民への拡大はいつか。 ここでは、貧困層 を対象す る施策は社会事業 と考え

る。 目標或いは理念 としては、憲法25条 第1項 に 「すべて国民」 と明記 された戦後である。実体

としては、 どうかとい うと、戦後は、貧困者(正 確 には貧困による生活困窮者)を 対象 とした生

活保護法が、児童福祉法や身体障害者福祉法、特に前者はすべての児童が対象であったが、中心

的役割(事 務量、予算額等)を 果た していた。生活保護法による対策が相対的に低下を始めるの

は、精神 薄弱者福祉法、老人福祉法等が成立を見て、 「福祉六法体制」 と今 日いわれ る1960年 代

以降である。

③ としては、社会保障体系の1つ として、位置づけられた時期に注 目す る。社会保障 とい う言



葉、考え方は戦前の米国、戦中の英国に出てきている。社会保障の考え方について議論され、制

度化 されたのは、 日本の場合、戦後である。社会保障制度審議会第1回 総会が開催 されたのは、

1949(昭 和24)年 で(前 年、社会保障制度審議会設置法公布)、 翌1950年 に、社会保障制度に関

する勧告 を出 した。社会保障制度の最後の1つ と言われ る児童手当法が成立 したのは、1971(昭

和45)年 である。だか ら、この時期 と考えることもできるが、社会保障制度の中で基幹的な制度

である、国民皆保険、皆年金制度が発足 した1960年 代 と押 さえていいのではないか。

上記の点か ら、社会福祉は、1960年 代か ら、言葉 と実体が合 った時代が始まった と考える。

2)社 会福祉の範囲

ここでの社会福祉を構成す るものは何か、どこまでを社会福祉 と設定す るか、つま り社会福祉

の分野 と言われるものである。 ここでは、対象の性格から分野 を整理 した、一番ヶ瀬康子による

分野、岡村重夫の分野 と社会的施策が基本的には、法律を根拠に していることか ら以下のよ うに

構成する。7)

a)公 的扶助:根 拠法は1950(昭 和25)年 の生活保護法で、生活困窮者(貧 困者、低所得者)

への現金給付や現物給付である。その制度の原則には、最低生活保障や無差別平等が明示 さ

れている。

生活保護法第1条 に国家責任 が明記 されている。 「この法律は、 日本国憲法第二十五条に

規定す る理念 に基 き、国が生活に困窮す るすべての国民に対 し、その困窮の程度に応 じ、必

要な保護 を行い、その最低 限度の生活を保障す るとともに、その 自立を助長することを 目的

とす る」 と。

公的扶助 とい う言葉は現在、学問的用語で、その内容に相当する社会的制度は国によって

違 う。例えば、英国では、所得補助(income　 support)と いわれる制度 である。

b)児 童福祉:根 拠法は、1947(昭 和22)年 の児童福祉法である。前述 したよ うに、対象はす

べての児童である。第2条 において、国の責任 を明記 している。 「国及び地方公共団体は、

児童の保護者 とともに、児童を心身 ともに健やかに育成する責任を負 う」 と。

c)障 害者福祉:現 在はこ う言 うが、戦後当初は、法律 としては、身体障害者福祉法(1949

年)し かなかった。そのため、身体障害者福祉 と言われていた。その後、1960(昭 和35)年

に精神薄弱者福祉法が成立。現在 、知的障害者福祉法に改称 されている。そ して、1995(平

成7)年 に精神保健福祉法が成立 して、文字 どお り、障害者福祉に。

日本では、障害者 を、身体,知 的、精神の3つ に分 けて、3つ の法律でそれぞれ対応 して

い る。ただ し、近年、厚生省の担当部局は、1つ に再編 されている。米国では、 「障害 をも

ったアメ リカ人法」とい う法律で一括 して対応することになっている。わが国が、3つ に分

けて来た理由は、戦後児童福祉法が制定 され、対象、対人別に法律を作 る道を拓いたことと、

身体障害者たちの立法に向けての運動が大きかったことによる。

各立法の国の責任の条文を記す と、身体障害者福祉法では、第3条 に、「国及び地方公共

団体は、身体障害者 に対する更生の援助 と更生のために必要な保護の実施に努めなければな



らない。」精神薄弱者福祉法では、第2条 に、「国及び地方公共団体は、精神薄弱者の福祉に

ついて国民の理解を深めるとともに、精神薄弱者に対す る更生の援助 と必要な保護の実施に

つ とめなけれ ばな らない」。精神保健福祉法(正 確には、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律)で は、第2条 に、「国及び地方公共団体は、…精神障害者 の医療及び保護並びに

保健及び福祉 に関する施策 を総合的に実施することによって精神障害者が社会復帰 をし、自

立と社会経済活動への参加をす ることができるように努力するとともに、…精神障害者の発

生の予防その他国民の精神保健の向上のための施策を講 じなけれ ばな らない」。

この1995年 の精神保健福祉法 と他の2法 と違 うところは、前者の後段には、従来 どお り、

「ねばな らない」規定だが、前段は、「努力す る」 とい う規定になっていることと、「自立」

とい う言葉がかかげ られていることである。

d)老 人福祉:当 初の根拠法は、1963(昭 和38)年 の老人福祉法である。その後、高齢者の病

院への 「社会的入院」問題の解消 と高齢者 医療費無償制度を廃止 して、医療費負担の再編 を

目的 として、1982(昭 和57)年 に老人保健法がつ くられ、高齢者の保健 と医療は、 これによ

ることになった。

この1982年 の老人保健法では、第2条 に、「国民は、自助 と連帯の精神 に基づき、 自ら加

齢 に伴って生ず る心身の変化 を自覚 して常に健康 の保持増進に努めるとともに、老人の医療

に要する費用 を公平に負担す るもの とす る」 と明示 されている。 このよ うな 「国民の義務」

と言える規定形式は、老人福祉法 と同 じ形式 を踏襲 した もの と推察 され る。老人福祉法では、

第3条 に、「老人は、老齢に伴って生ず る心身の変化を 自覚 して、常に心身の健康を保持 し、

その知識 と経験を社会に役立たせるよ うに努めるものとす る」 とある。 この2つ の条文の比

較からは、形式だけでなく、内容について も、高齢者であることで、類似 したものに してあ

ることが うかがわれ る。そ して、老人保健法 の際立 った ところは、「自助 と連帯の精神 」 と

い う言葉 と 「費用 を公平に負担する」 とい う言葉である。

自助 と連帯の精神は、社会保険 としての医療保 険、年金保険や失業保険の先駆的形態が、

労働者の相互扶助組織である友愛組合であったこと、労働者は 自助 を求められたが、 自助 だ

けでは困難に立ち向かえないことか ら、相互扶助、つま り連帯の精神か ら、労働者たちが助

け合いを始め、その組織 を土台 として、今 日の社会保険の共済組合ができてきていることか

ら理解は可能である。20世 紀始めの英国や現在の ドイツでは。健康保険法や国民健康保険法

にはない条文 として、「自助 と連帯の精神」 をあえて明記 した。

2つ めには、「費用 を公平に負担す る」 とい う言葉 を、これ もあえて明記 した。 この老人

の医療 に要する費用を公平に負担す ることは、困難 である。 あるいは無理 な要求 と言 える。

病弱な老人 と元気で健康な老人 とでは相違がある し、公的年金の受給者の間でも大きな隔た

りがある。だか ら、これは、医療を受給 している老人への 「警告」であ り、医療をあま り必

要 としていな く、医療費を過重に負担 してい ると感 じている老人への 「尉撫」であ り、老人

ではない、医療保険料 を徴収 されている国民へ の 「ポーズ」である。



ただ、 「自助 と連帯の精神」 と 「費用を公平に負担する」 ことが結びつ くと、これは受益

者負担論であ り、新 しい社会思想の登場である。

さらに、1997(平 成9)年 に介護保険法が成立 し、2000(平 成12)年4月 より施行 された。

これに より、介護保険の適用対象の高齢者 と対象外の高齢者に2分 され ることになった。適

用対象者の費用調達が介護保険法か生活保護法の介護扶助で、対象外の人は自費か市町村に

よっては、一部負担 して もらえることもあるとい う事態になった。

e)母 子福祉:根 拠法は1964(昭 和39)年 の母子福祉法で、現在、その後改正 された母子及び

寡婦福祉法である。

f)婦 人福祉:根 拠法は、1956(昭 和31)年 の売春防止法である。

現在 、婦人福祉 とい う言葉はあま り使われなくなった。売春が正面か ら大 きくとりあげ ら

れなくなったか らか。一部研 究者から、女性福祉に して、配偶者や恋人か ら暴力を受けてい

る女性 の救済、保護のための法律をつくるべき、それに ともない、婦人相談所、婦人保護施

設を再編するべきと提案 されたが、再編す ることな く、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護 に関す る法律(DV防 止法)が 議員立法でつ くられた。そ して、施行に際 して、従来

の売春防止法の行政機 関である、婦人相談所、婦人保護施設が従来の婦人保護 に加 えて、虐

待の被害女性に対応するように位置づけられた。

3)関 連分野 といわれる領域

g)医 療福祉－ 医療 を受けている患者 を援助す る。治療費、家族関係等。

精神疾患の患者の社会復帰に関 しては、精神障害者 として、精神保健福祉法が対応(障 害

者福祉の領域になる)す る。病院での援助 に関 して、社会復帰に関す る援助。保健所の精神

保健福祉相談員の資格 として、精神保健福祉士法が、1997(平 成9)年 に成立 した。

h)教 育福祉― 教育を受けている生徒の援助。職種 として、スクール ・ソーシャル ワーカー、

米国では普及 しているが、 日本 では未定着。近年、文部省の主導でスクール ・カ ウンセラー

の導入が図 られてきている。文部省 は、戦後、米国のスクール ・ナースを、養護教諭(保 健

室の先生)と して導入 してきた。そ して、 これまでのスクール ・ナースの仕事、身分等につ

いて総括す ることもなく、新 しくスクール ・カ ウンセ ラーを導入 してきている。 、

戦前の社会事業、社会教育 との関係や 、子 どもの問題 を生活時間で区分す ると、学校 と学

校外(家 庭、遊び、施設等)に 分けられる。そ こで、学校外での生活時間に存在す る施策 と

して、学童保育、少年非行への対応等 も教育福祉 として論 じられてい る。

i)司 法福祉一 保護観察官や家庭裁判所調査官の仕事、保護 司の仕事等。

4)関 連する社会的施策

前述 した ように、今 日、社会福祉は社会保障制度体系を構成する1つ と考えられている。この

場合の社会保障体系を構成す る社会的施策 としては、所得保障、医療保障、社会福祉である。

(イ)所 得保障には、年金保険、失業保険、社会手当(児 童手 当等)、 公的扶助(生 活保護)が

含まれる。(ロ)医 療保障 には、医療保険、老人保健 、公費負担医療(「 社会防衛 医療」、難病 医



療)、 医療 ・保健サー ビス(公 衆衛生)が 含 められ る。(ハ)社 会福祉(本 稿で用いててるもの)。

社会保障イコール所得保障 と考 える場合があるが、これは英国や米国でよく使われ る。 日本で

は狭義の社会保障 と分類 されている。

英国では、上記の広義の社会保 障を、社会サー ビシィズ(Social　 Services)と 言い、その中に

は、教育、住宅政策、雇用 も含める。英国は医療 ・保健サー ビスだけである。

米国では、児童手当制度はな く、医療保険は65歳 以上の高齢者 を対象 とした もの しかない。65

歳未満の人々の うち、豊かな人は、私企業の営む、医療保険(私 保険)に 加入す る。 この私保険

に未加入者 は、医師への医療費の支払いは、現金で行 う。(い のちは金次第)

英国の ウィ リアム ・べ ヴァリッジ(William Beveridge)は 、委員長 として、政府の設置 した

「社会保険及び関連諸サー ビスに関す る関係各省委員会」の報告を提出 した
。1942年 のその報告

書は、所得保 障をめざす社会保険制度 に関す る提案であったが、文書に、この世に、5つ の悪の

巨人がいるとして、貧窮(貧 困)、 疾病、無知、不潔、失業をあげ、自分が提案す る社会保険は、

この貧窮への攻撃を意図 したものと述べる。 しか し、自分の提案する社会保険が うま く行 くには、

3つ の前提 とされ る政策を必要 とする。1つ は、児童手当、2つ は、 リハ ビリテーシ ョンを含ん

だ包括的な保健制度、3つ は、雇用維持政策であると。

実は、英国では1911年 に国民保険法 として、失業保険 と健康保険制度(医 療保険)が つ くられ

ていた。 また、1908年 には、無拠 出老齢年金法 もつ くられ ていた。(年 金 とい う名称だが、無拠

出なので、現在の考え方では、扶助である)。

ベ ヴァ リッジの この構想 は、労働党政権によって、1945年 か ら次々 と立法化 されていった。 こ

の構想が体系的だったことは、その後、 「揺 りかごか ら墓場 まで」 と表現 された し、彼を、「社会

保障の父」、「福祉国家建設の父」と言わ しめた。彼は社会保障体系の1つ のモデル を提示 した。

1948(昭 和23)年 に設置 された、 日本 の社会保 障制度審議会は、彼 の構想を参考に した。8)そ

の影響は1950(昭 和25)年10月 に出 された 「社会保障制度に関す る勧告」の中にも読み取れ る
。

ただ、医療制度については、英国と違って医療保険で対応す る構想であった。その後、社会保 障

制度審議会は、1995(平 成7)年7月 に、社会保障制度 に関 して2度 目の勧告を行った。

ここで、その勧告 「社会保障制度の再構築」について少 し検討 してみる。勧告文書の第1章 社

会保障の基本 的考え方、第1節 社会保障の理念 と原則、1社 会保 障の理念の ところで、 「社会保

障制度 は、みんなのためにみんなでつ くり、みんなで支 えてい くものとして、二十一世紀の社会

連帯のあか しとしなければな らない」。 また、 「国民は 自らの努力によって 自らの生活 を維持す る

責任 を負 うとい う原則が民主社会の基底にあることはい うまでもない」 と。第2節 社会保障を巡

る問題 、2社 会保障の財源のところで、社会保障の 「増大する負担 については、自立 と連帯の精

神にのっと り、国民のだれ もが応分の負担を してい くことが必要である」 と。

この文章にあらわれている考え方は、先に述べた老人保健法で表わ された考え方 と同 じと言 え

る。

先に引いた、ベ ヴァ リッジの5つ の悪の巨人への攻撃策 と前述の社会保障制度を構成す る社会



的施策 とは、見 られ るよ うに、相違 があ る。 ベ ヴァ リッジは5つ の攻撃策 を含めて、Soclal

Policyと表現 している。 日本では、英国のこのSocial　Policyと米国のSocial　Scurltyを 、戦前か らの

社会政策研究 を踏まえて、社会保障制度 として、整序、編制 した もの と言える。9)

大河内一男、孝橋正一を中心 として、社会事業は社会政策 との関係 から、その本質が性格づけ

られてきた。10)その点か らする と、ここでも、社会政策における変化を跡づけ、今 日の社会福祉

を論 じない といけないが、その課題は別の機会にすることに して、本稿では、現代社会 と社会福

祉の関係や社会福祉そのものの変化 を検討する。

2.社 会福祉はどこへ向かおうとしているのか

戦後の時代、前出の児童福祉法、生活保護法、身体障害者福祉法の3つ の法律が中心だつたの

で、「福祉三法体制」 と呼ばれる。 これ らの法律が行政を通 じて実施 される。 その行政の構造 を

定めたのが、1951(昭 和26)年 の社会福祉事業法である。

は じめに、児童福祉法 とその行政で とられてきたのは、措置制度 といわれ るものである。また、

1970年 代まで、施策の中心は、施設入所だった。

措 置制度を、児童福祉の施設入所で見てゆくと、要保護児童の発見、調査 ・判定、入所決定

(行政処分)と い う過程 を取 る。 これ らを行 うのが、児童相談所 とい う行政機 関(都 道府県、政

令都市の)で ある。子 どもが入所す るところが(つ ま り保護 され、生活す るところ)、 児童福祉

施設である。 この児童福祉施設 が大部分公立(都 道府県、市町村の)で あった ら、なん ら問題 は

なかった。

しか し、戦前、社会事業 といった時代か ら、養老院、孤児院 といった収容施設 は、大部分は、

民間の篤志家が 自分の財産を投 じて作 り、運営 してきた。戦後、 日本国憲法、 占領軍の指示、前

出の社会福祉事業法で、公私分離の原則が うたわれ、公私はそれぞれの部分については、それぞ

れの責任 と創意や 自主性 を多いに発揮 しなさい。お互いに安易に寄 り掛からないよ うに と指示 さ

れた。

児童福祉施設の設置、運営は、公的責任(国 と地方 自治体)と されたが、積極的に新 しく公立

施設 をつ くるとい う方向に向かわず、民間の施設 を利用することに した。 その場合、社会福祉法

人 とい う公益法人を新 しくつ くり、社会福祉法人が運営す る社会福祉施設が登場 した。法人の許

認可が され、次に、社会福祉施設 としての許認可が、国 と都道府県によってな された。

児童福祉施設への入所が決定 され た子 どもが、社会福祉法人の児童福祉施設に入所す る場合、

その子のその施設での生活費とその子の世話をす る職員の人件費を 「措置費」 として、施設 に支

給するとい うや り方が取 られ た。

公立施設ではないが、公的に許認可された施設であることと、国、都道府県が 「措置費」 とし

て、公費を出 しているので、公的責任 を果た しているとされた。

1960年 代に入 っての、精神薄弱者福祉法、老人福祉法、母子福祉法が加 わ り、70年 代、80年 代

まで、 「福祉六法体制」 と呼ばれ た。身体障害者福祉法、精神薄弱者福祉法、老人福祉法も施策



の中心は、70年 代 までは、施設収容であった。仕組みは上記 と同 じ。70年 代に、障害者や 老人の

いる家庭に、家庭奉仕員派遣事業が導入され、市町村が実施す ることになった。市町村の一部は

自ら実施主体になったが、一部の市町村は自ら実施せず、市町村の社会福祉協議会に事業を委託

する形態が取 られた。全国的には、社会福祉協議会に委託するのが大勢になった。 これが在宅福

祉の最初の形である。家庭奉仕員はその後ホームヘルパー と言われ るよ うになつた。ちなみに、

名古屋市では、全国的には、市町村が社会福祉協議会にヘルパー派遣事業を委託するとい う趨勢

の中で、ヘルパーを市職員として採用するとい うや り方を取った。介護保険法施行を前に、社会

福祉協議会への委託に踏み出 した。短期間での二転である。 直前まで、各区に社会福祉協議会 を

設立 して こなかったとい う遅れがあった。

1973(昭 和48)年 秋のいわゆる石油危機 を契機 として、資本主義経済は新 しい変化 を見せ始め、

それを反映する形で、政治が変化 した。英国での1979年 のサ ッチ ャー政権の誕生、米国での レー

ガン政権の登場、サーチ ャー リズム、 レーガノ ミックスと表現され る、経済運営、政治信条、つ

ま り、新 自由主義 といわれ る思想。経済については、市場 に任せ るとい う考 え。Prlvatisationと

い う、考 え、政策手法。 「民営化」 と訳 された り、 「民間化」、「私企業化」、「私営化」とい う訳 に。

意 味的 には 、 当時 日本 で主 張 され た 、 「民間活 力 の導入 」(民 活)に も該 当す る。 ま た、

Deregulation(規 制緩和)と い う政策手法.11)新 自由主義 と呼ぶ よ りも、市場 中心主義 と名づけた

方が適切かもしれない。 日本では、中曽根政権が提唱 し実施 した。

石油危機後、経済の低成長のため、税収の減少,そ こか ら 「福祉見直 し」が唱えられ、時同 じ

くして、「日本型福祉」が叫ばれた。低成長で税収の減少か ら、パイ(ケ ーキ)が 小 さくなった

ので、社会福祉の取 り分も小 さくす る(パ イの論理)。 しか し、このパイ(ケ ーキ)の 論理 には、

切れ 目の入れ方の変更は前提 とされていない。小 さくなっても大きく切 る。大 きく切ってきた と

ころを小 さくして、社会福祉の取 り分を大きくす るといったことは。

日本型福祉の中心は家族である。同 じく、地域福祉や在宅福祉が強 く主張 され、一部 には 「安

上が り福祉」 と非難 された。社会福祉施設 を新設せず、家族の中にとどめて置 く、あるいは家族

の もとに戻す とい うふ うに理解 された。在宅福祉は、ノーマライゼンーシ ョンの理念(当 初は障

害をもつ人について、現在では、福祉 の利用者 も普通の生活ができるよ うに)、 か ら望ま しいも

の と考えられ るが、また、同 じく、社会福祉にお ける利用者負担あるいは受益者負担についての

論議が起 き、各施策 に導入 された。前述 した老人保健法はこの時期で、この考え方を条文で表わ

した。

この受益者負担論 を支 えるのに使われたのは、公共経済学であ る。公共財に国の費用 を使 うべ

きである。社会福祉 は公共財ではない。社会福祉は公共財ではないので、その利用者 は費用を負

担すべきであると。

公共経済学での公共財の典型例は、灯台である。 しか し、深 く掘 り下げれ ば、灯台も、船舶購

入者、所有者への課税や入港料 といった形で、費用負担を課す ことができるのである。すべての

受益者を完全 に捕捉できないが。行き着 くところは、誰がそれを公共財 と見なすかである。主権



者国民に、それについてのできる限 りの情報 を開示 し、判断を求めるべきなのである。

国の 「財政逼迫」のもと、国の補助金 の見直 しが論議 され、社会福祉の補助金の見直 しが実行

された。

厚生省が措置制度について言及 したのは、1988(昭 和63)年 の厚生省政策 ビジ ョン研究会名で

出された、『変革期 における厚生行政の新たな展開のための提言』 においてである。1993(平 成

5)年2月 に厚生省 に設置 され た保育問題検討会が、翌94年1月 に報告書を提出。 この中で、措

置制度の見直 しと存続の2つ の意見が並記 された。措置制度の欠点 として指摘 されたのは、「選

択の 自由」がない とい うこと。 「選択の自由」 とい う言葉 は、新 自由主義の主唱者のひ とりであ

る ミル トン ・フ リー ドマン(Milton　 Friedman)の 著書のタイ トルでもある。『選択の 自由』(Free

to Choose,1979)正2)

見直 しと存続の並記だったにもかかわらず、1997(平 成9)年 児童福祉法が改正され、保育所

入所 が、従来の措置制度か ら利用契約制 に移項することになった(98年4月 から施行)。 ただ、

措置制度の時代か ら、少人数なが ら自由契約児 とい う言い方で、利用者へ保育サー ビスを販売 し

ていた。同 じく、97年 に介護保険法が成立(2000年4月 か ら施行)す る。13)介護支援専門員がケ

ア ・プランを策定 し、そのケア(サ ー ビス)の 提供事業者の中から、利用者が事業者を選ぶ こと

に。

2000(平 成12)年6月 社会福祉事業法が改正されて、社会福祉法が成立。厚生省 は1997年(平

成9年)に 、中央社会福祉審議会 に、社会福祉構 造改革分科会 を設 置。 「社会福祉基礎構造 改

革」 とい う言葉が主唱 されは じめる。14)保育所入所を措置制度か らはず し、高齢者の介護 に関 し

て も、措置制度か ら介護保険方式に変えたので、措置制度の構造 を定めこれまで規定 してきた社

会福祉事業法 とに齟齬 が出現 し、それを解消 しなければならなかった。新 しい社会福祉法は、契

約制度 とい う構造を打ち建て るためのものである。

社会福祉法第6条 にある、国の責務の条文は、「国及び地方公共団体は、社会福祉 を 目的 とす

る事業を経営す る者 と協力 して、社会福祉 を目的 とする事業の広範かつ計画的な実施が図 られる

よ う、福祉サービスを提供す る体制の確保 に関す る施策、福祉サー ビスの適切な利用の推進 に関

する施策その他の必要な各般の措置 を講 じなければな らない」 とされた。 これまでの福祉サー ビ

スを提供するとい う想定か ら、実体は ともか く、提供す る 「体制の確保」に関しての施策 と、大

幅に後退 した規定である。社会福祉事業法第4条 の 「…第一種社会福祉事業は、国、地方公共団

体又は社会福祉法人が経営す ることを原則 とする」はそのまま残 り、第60条 になったが、体制の

確保 に関 しての施策が、国 と地方公共団体の責務 とされたことで、実体 としては、ますます、公

立公営施設を設置 しない方向に行 くことが予想 され る。反面、一層社会福祉 法人の役割が大き く

なる。 しか し、措置制度 による福祉サー ビス提供は少な くな り、契約制度 による利用が多 くなる

と予想 されるので、措置費による公的費用補助は少なくな り、社会福祉法人は財源確保に走 らざ

るをえな くなる。並行 して経費節減にも向かわ ざるをえな くなる。

明 らかに、当初の国、地方公共団体の設立 した社会福祉施設での福祉サー ビスの提供か ら、規



制 ・監督の立場に、公的責任が後退 した。

受益者負担論が展開された時、年金制度が成熟 して、年金から費用が支払えるようになってき

た と主張 された。今回編制 された契約制度にも、そのことは背景 としてある。 また、社会保障、

社会福祉は、国(地 方 自治体を含 めて公的に)が 供給す るものではな く、国民がそれに該当する

ものを買 う時代だ とい うことになる。趨勢は 自助 の時代である。

わが国の社会福祉が、モデル としての北欧型の道を歩む可能性 もあった岐路か ら、一見モデル

としての米国型へ進むことに舵を切った とも言えるかもしれない。 しか し、米国は医療保険や年

金保険の ように、福祉サー ビスを市場で購入する とい う傾向があるが、他方で、慈善事業団体や

NPOに よる福祉サー ビスの提供 とい う体制が確立 してお り、その歴史 とノウハ ウも蓄積 されて

きている。

児童虐待な どの特別な問題(ニ ー ド)は 、公的に対応 され、一般的なニー ドに関 しては、需要

者が市場で買 うとい う行動に強調が置かれる。 そ うした特定集団だけを対象 とする施策について、

国は責任 を負 う。費用 も負担す る(も ちろん これまで同様、全額ではあ り得ないが)。 そ の特定

集団に入 らない人は、市場で購入する。そ うい う時代に向かいつつある。

この夏、通称ホーム レス対策法案(ホ ーム レスの 自立の支援等に関する特別措置法)が 議員立

法で成立を見た。国 と地方公共団体の責務を明示 した ことは、評価 できるとのコメン トが新聞紙

上に載ったが、現行 の生活保護法は法文上 どこにも、いわゆるホーム レスは対象外 とは明記 され

ていない。法の趣 旨か らは対象であるのに、法運用の過程で排除 してきただけである。生活保護

法には、生活困窮者 に対 して最低生活の保障をす ることが、国の責任 とはっき りと明記 してある。

生活保護法を、「セーフティネ ッ ト」 と言 う人 もいるが、それ を用いれば、「ネ ッ ト」が二重に張

られている訳ではなく、2つ の 「ネ ッ ト」が並行 して張 られている、あるいは張ることになる。

ホーム レス と言われ る人たちの 「ネ ッ ト」 とそ うでない人たちの 「ネ ッ ト」に。生活保護法の無

差別平等の原則 を踏みに じり、生活困窮者 を差別 して2分 す ることを導入 した と言 える。 「救済

に値するホーム レス」 と 「救済に価 しないホー ムレス」に。19世 紀の終わ り頃、英国の慈善組織

協会(C.O.S)が 、唱え、実行 していた、「救済に値す る貧民(the　deserving　poor)」 と 「救済に価

しない貧民(the　undeserving poor)」 とい う分類 と処遇の 「新 しいバージ ョン」 と言 える。

特定集団だけを対象 とす る社会的施策 とい う点か らす ると、社会福祉(Social Welfare)か ら社

会事業(Social Work)へ の後退 と見るのか、社会福祉か ら 「新 しい社会福祉(Social Well-being

Policy)」 への移項 と認識す るのか、 もっ と詳細 な議論 が必要だが、社会福祉が新 しい段階 ・形

態 に入ったと言えるのではないだろ うか。15)

3.あ た らしい自助の時代に

資本制社会(資 本主義)成 立当初の英国では、労働者であることか ら自助が要請 されたが、比

較的豊かな労働者は、相互扶助組織(友 愛組合)作 って、助け合お うとした。友愛組合が、後に、

医療保険の組合に、また、友愛組合は事後救済(失 業手当、疾病手当、遺族手当等)が 中心だっ



たの で 、事前 救済 に力 点 を置 く組 合 が出現 した(現 在 、労働組 合 と呼 ばれ るもの)。 また、 消 費

者 協 同組 合(消 費 者生活 協 同組 合:生 協)に 分化 した。

こ こか ら、そ して、今 の 日本 で起 ってい る現実 か ら学 べ る ことは 、市民 に よる新 しい、そ して 、

さま ざまな相互扶助 組織 を作 って 、それ を利 用 して生活 を して行 くこ と。 消費者 契約 法、情 報公

開法 、情報公 開条 例等 、使 え るもの を最 大限 に使 って 、賢 く生 きて い く.16)

税金 に を払 っ てい るのだ。 そん な施 策 な ら税 金 を払 いた くない、 あなた の政党 には投 票 しない。

他 方 で、社 会福祉や 「社 会福祉 も どき」(私 企 業 が販 売す る商 品 と しての 「社 会福祉 」)を 利 用 し

て、 買 って の経験 を市 民が共有 す る。 情 報の 共有 、IT時 代 と言 われ るの に乗 って。 そ して 、社

会 的施策 、 制度 を市民 が作 って行 く、 よ りよい もの に作 り変 えて行 くとい うこ とが求 め られ る。
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